
[別記様式第一号] （Ａ４）
別表１

※Ａ

※Ｂ

※Ｃ

□有　

□無

※Ｄ

※Ｅ

※Ｆ

※Ｇ

※Ｈ 備考

□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。

建築物に係る解体工事

分別解体等の計画等
建築物の構造

☑木造　□鉄骨鉄筋コンクリート造　□鉄筋コンクリート造

□鉄骨造　□コンクリートブロック造　□その他（　　　　　　　　）

建築物
に関す
る調査
の結果

建築物の状況 築年数　３０　年、棟数　１　棟

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

周辺状況 周辺にある施設　☑住宅　□商業施設　□学校　☑病院　□その他（　　　　　　　　　　　　　　）

敷地境界との最短距離　約　１　ｍ

その他（　住宅密集地　　　）

建築物
に関する
調査の
結果及
び工事
着手前
に実施

する措置
の内容

建築物に関する調査の結果 工事着手前に実施する措置の内容

作業場所 作業場所　□十分　☑不十分 隣地使用の承諾済、道路使用許可済

残存物品 ☑有　（　家庭用エアコン　　　　  　　） 家電リサイクル法に基づき工事施工
までに搬出する□無

特定建設資材への
付着物

□有　(                   　        )

☑無

その他（　隣地の使用必要   ）

搬出経路 障害物　☑有（　ブロック塀　）　□無 ブロック塀を一部解体
交通整理員の常駐
２トントラックで搬出

前面道路の幅員　約　　４　　ｍ

通学路　☑有　□無

その他（　大型車交通不可　　）

併用の場合の理由（　　　　　）

②屋根ふき材

☑有（業務用のエアコン・冷凍冷蔵機器のうちフロン類が
   使われているもの）

フロン類回収予定

□無

その他 ☑有　(　庭用の水銀灯あり                  　        ) 破損しないように取り外し、適正処理
の実施□無

他法
令関
係

石綿
（大気汚染防
止法・安全衛
生法石綿則）

☑有

特定
建設
資材
への
付着

□　飛散性石綿（吹付け石綿、石綿含有
      吹付けロックウール等）
□　非飛散性石綿（石綿含有ビニール床
      タイル等）

□　飛散性石綿に関する諸官庁届出
      （大防法、労安衛法・石綿予防規則）
□　飛散性石綿の適正処理の実施
□　非飛散性石綿の適正処理の実施

☑無

□　飛散性石綿【吹付け】（鉄骨等の特定建設
     資材以外のものに吹付けられた石綿）
□　飛散性石綿【吹付けではない】（石綿を含
     有する断熱材、保温材、・耐火被覆材等）
☑　非飛散性石綿（石綿含有スレート板等）

□　飛散性石綿に関する諸官庁届出
      （大防法、労安衛法・石綿予防規則）
□　飛散性石綿の適正処理の実施
☑　非飛散性石綿の適正処理の実施

フロン（フロン
排出抑制法）

屋根ふき材の取り外し
☑有　□無

☑　手作業

□　手作業・機械作業の併用

併用の場合の理由（　　　　　）

③外装材・上部構造部分
外装材・上部構造部分の取り壊し □　手作業

☑有　□無 ☑　手作業・機械作業の併用

工事の工程の順序
□上の工程における①→②→③→④の順序
☑その他（　⑤→①→②→③→④→⑤　　　　　　          　　　　　　　　　　）
その他の場合の理由（　障害物のブロック塀を一部解体するため　　　          　　）

☑ 内装材に木材が含まれる場合
①の工程における木材の分別に支障となる建設資材の事前の取り外し

□可　☑不可
不可の場合の理由（　建築物の構造上、取り外しができないため　　　　　　）

④基礎・基礎ぐい
基礎・基礎ぐいの取り壊し
☑有　□無

□　手作業

☑　手作業・機械作業の併用

⑤その他（　　ブロック塀    　　　　　）
その他の取り壊し
☑有　□無

□　手作業

☑　手作業・機械作業の併用

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法

工程 作業内容 分別解体等の方法

①建築設備・内装材等
建築設備･内装材等の取り外し
☑有　□無

☑　手作業

□　手作業・機械作業の併用

建築物に用いられた建設資材の量の見込み 40 トン
廃
棄
物
発
生
見
込
量

特定建設資材廃棄物の種類ごとの量の
見込み及びその発生が見込まれる建築
物の部分

種類 量の見込み 発生が見込まれる部分（注）

☑コンクリート塊
２５　　　トン

（注）　①建築設備・内装材等　②屋根ふき材　③外装材・上部構造部分　④基礎・基礎ぐい　⑤その他

建設発生木材　□無　☑有（契約書の写し等　☑有　□無）

□① □② □③ ☑④ □⑤

□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊
　　　トン

□① □② □③ □④ □⑤

☑建設発生木材
１０　　　トン

☑① ☑② ☑③ □④ □⑤

記載例※木造の場合
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別表１ 分別解体等の計画等（建築物に係る解体工事）の記載要領 

  
Ａ．建築物の構造欄は、解体する建築物の構造の種類により該当する箇所にチェックをしてください。「その他」の場合、

具体的な構造を記入してください。なお、混構造の場合には該当する構造全てにチェックをしてください。 

Ｂ．建築物に関する調査の結果の欄について 

ア・建築物の状況欄は、建築物のおおよその築年数及び棟数を記入してください。 

  その他の場合、具体的な状況を記入してください。 

イ・周辺状況欄は、工事現場の周辺にある施設より該当する箇所にチェックしてください。その他にチェックした場

合、具体的な施設を記入してください。また、敷地境界との最短距離について、約 ○ ｍと記入してください。

その他については、特筆すべき事項（例えば、住宅密集地など）を記入してください。 

Ｃ．建築物に関する調査の結果及び工事着手前に実施する措置の内容の欄について  

ア・作業場所欄は、解体用機械の設置場所、分別解体を行うための作業場所等の状況についてチェックし、「そ

の他」には、具体的な内容を記入してください。また、工事着手前に実施する措置（例えば、作業場所が不足し

ているため、隣地使用の承諾済など）の内容がありましたら記入してください。 

イ・搬出経路欄は、廃棄物の発生する現場から、搬出を行う主要な道路までの搬出経路の状況についてチェック

し、大型車両の通行可能状況なども含めて記入してください。また、工事着手前に実施する措置（例えば、搬出

路に段差があるため交通整理員の常駐配置等）の内容がありましたら記入してください。 

ウ・残存物品欄は、解体する建築物の内部や敷地内における家電製品、タンス等の残存物品の有無についてチ

ェックし、「有」の場合は残存物品の名称及び工事着手前に実施する措置の内容を記入してください。 

エ・特定建設資材への付着物欄は、解体する建築物の特定建設資材に、有害物質等（石綿及びフロンを除く）が

付着している部分があるか、その有無についてチェックし、「有」の場合は具体的な名称及び工事着手前に実

施する措置の内容を記入してください。 

オ・他法令関係欄は、解体する建築物における石綿及びフロンの有無についてチェックしてください。 

(1)石綿が、特定建設資材に付着している場合は「有」、特定建設資材に付着していない場合は「無」にチェックし、

飛散性石綿又は非飛散性石綿並びに工事着手前に実施する措置の内容をチェックしてください。 

(2)フロン欄が「有」の場合は、具体的な名称及び工事着手前に実施する措置の内容を記入してください。 

カ・その他欄は、解体する建築物に有害物質等（石綿及びフロンを除く）があるかチェックし、「有」の場合は具体

的な名称及び工事着手前に実施する措置の内容を記入してください。 

※建築物等に石綿又はフロン等が使用されている場合は、関係法令を遵守して適正処理してください。 

Ｄ．工程ごとの作業内容及び解体方法の欄について 

    ①建築設備・内装材等欄は、作業内容及び分別解体等の方法毎に該当する箇所にチェックをしてください。 

なお、分別解体等の方法については原則手作業であることが省令に定められています。機械を併用する場合

にはその理由を記入してください。 

    ②屋根ふき材欄は、作業内容及び分別解体等の方法毎に該当する箇所にチェックをしてください。 

なお、分別解体等の方法については原則手作業であることが省令に定められています。機械を併用する場合

にはその理由を記入してください。 

    ③外装材・上部構造部分欄は、作業内容及び分別解体等の方法毎に該当する箇所にチェックをしてください。 

    ④基礎・基礎ぐい欄は、作業内容及び分別解体等の方法毎に該当する箇所にチェックをしてください。 

    ⑤その他欄は、仮設工事などその他の工事の有無について該当する箇所にチェックしてください。作業内容で

「有」の箇所にチェックをした場合、具体的な工程名を記入してください。 

Ｅ．工事の工程の順序欄については、 

工事工程の順序に該当する箇所にチェックをしてください。「その他」にチェックをした場合、具体的な工程の順序

及びその理由を記入してください。 

  また、内装材に木材が含まれる場合にはチェックをしてください。なお、チェックを行った場合、内装材の分別解体

等の作業工程において、木材の分別に支障となる石膏ボード等の建設資材の事前の取り外しが可又は不可につ

いてチェックをしてください。「不可」の場合、その理由を記入してください。 

Ｆ．建築物に用いられた建設資材の量の見込み欄については、特定建設資材だけでなく全ての資材について記入し

てください。数量については、四捨五入による整数表示で構いません。 

Ｇ．廃棄物発生見込量の欄については、該当する種類及び発生が見込まれる部分の箇所にチェックをしてください。

(コンクリート及び鉄から成る建設資材はコンクリート塊に含まれます。) 

  量の見込み数量については、四捨五入による整数表示で構いません。 

H．備考の欄については、建設発生木材があるかチェックし、「有」の場合は建設発生木材の処理方法(処理施設の名

称及びその所在地等)を明記した契約書の写し等を添付しているかチェックしてください。 
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[別記様式第一号] （Ａ４）
別表２

※Ａ

※Ｂ

※Ｃ

☑有　

☑無

※Ｄ

※Ｅ

※Ｆ 備考

□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。

建築物に係る新築工事等（新築･増築･修繕･模様替）

分別解体等の計画等
使用する特定建設資材の種類

☑コンクリート　☑コンクリート及び鉄から成る建設資材

☑アスファルト・コンクリート　☑木材

周辺にある施設　☑住宅　□商業施設　☑学校　□病院　☑その他（　　幼稚園　　　　　　　　　）

敷地境界との最短距離　約　２　ｍ

その他（　幹線道路（国道）沿い、交通量多い　　　　　　　）

建築物
に関する
調査の
結果及
び工事
着手前
に実施

する措置
の内容

建築物に関する調査の結果 工事着手前に実施する措置の内容

作業場所 作業場所　☑十分　□不十分 道路使用許可を取得

建築物に
関する

調査の結
果

建築物の状況 築年数　３０　年、棟数　1　棟

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

周辺状況

その他（　　　　 　  　   ）

搬出経路 障害物　□有（ 　　　　　 ）　☑無 交通整理員の常駐

前面道路の幅員　約　12　ｍ

通学路　☑有　□無

その他（　 大型車交通可能　　）

特定建設資材への
付着物 (修繕･模様替
工事のみ)

□有　(                   　        )

☑無

他法令
関係（修
繕・模様
替工事
のみ）

石綿
（大気汚染防
止法・安全衛
生法石綿則）

☑有

特定
建設
資材
への
付着

☑　飛散性石綿（吹付け石綿、石綿含有
      吹付けロックウール等）
□　非飛散性石綿（石綿含有ビニール床
      タイル等）

☑　飛散性石綿に関する諸官庁届出
      （大防法、労安衛法・石綿予防規則）
☑　飛散性石綿の適正処理の実施
□　非飛散性石綿の適正処理の実施

☑無

□　飛散性石綿【吹付け】（鉄骨等の特定建設
     資材以外のものに吹付けられた石綿）
☑　飛散性石綿【吹付けではない】（石綿を含
     有する断熱材、保温材、・耐火被覆材等）
□　非飛散性石綿（石綿含有スレート板等）

☑　飛散性石綿に関する諸官庁届出
      （大防法、労安衛法・石綿予防規則）
☑　飛散性石綿の適正処理の実施
□　非飛散性石綿の適正処理の実施

フロン（フロン
排出抑制法）

☑有（業務用のエアコン・冷凍冷蔵機器のうちフロン類が
   使われているもの）

フロン類回収予定

□無

その他 □有　(                   　        )

☑無
工
程
ご
と
の
作
業
内
容

工程 作業内容

①造成等
造成等の工事　□有　☑無

②基礎・基礎ぐい
基礎・基礎ぐいの工事　□有　☑無

③上部構造部分・外装
上部構造部分・外装の工事　☑有　□無

④屋根
屋根の工事　☑有　□無

⑤建築設備・内装等
建築設備・内装等の工事　☑有　□無

⑥その他（　　仮設        　　）
その他の工事　☑有　□無

廃
棄
物
発
生
見
込
量

特定建設資材廃棄物の種類ごとの量の見
込み並びに特定建設資材が使用される建
築物の部分及び特定建設資材廃棄物の発
生が見込まれる建築物の部分

種類 量の見込み
使用する部分又は発生が

見込まれる部分（注）

☑コンクリート塊

２０　　　トン
□①　□②　☑③　☑④

☑⑤　□⑥
□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

　　　トン

□①　□②　□③　□④

□⑤　□⑥
☑建設発生木材

２　　　トン
□①　□②　□③　□④

☑⑤　□⑥
（注）　①造成等　②基礎　③上部構造部分・外装　④屋根　⑤建築設備・内装等　　⑥その他

建設発生木材　□無　☑有（契約書の写し等　☑有　□無）

記載例※修繕等の場合
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別表２ 分別解体等の計画等（建築物に係る新築工事等）の記載要領 

  

Ａ．使用する特定建設資材の種類欄については、該当する箇所にチェックをしてください。 

   なお、発生する特定建設資材廃棄物ではなく、使用する特定建設資材が対象です。 

 

Ｂ．建築物に関する調査の結果欄について 

ア・建築物の状況欄は、新築工事の場合には空欄で結構です。増築・修繕・模様替等の場合には既存建築物の

築年数、棟数等を記入してください。その他の場合、具体的な状況を記入してください。 

イ・周辺状況欄は、工事現場の周辺にある施設より該当する箇所にチェックしてください。「その他」にチェックした

場合、具体的な施設を記入してください。また、敷地境界との最短距離について、約 ○ ｍと記入してください。

その他には、特筆すべき事項、例えば、幹線道路沿いで交通量が多いなどを記入してください。 

 

Ｃ．建築物に関する調査の結果及び工事着手前に実施する措置の内容欄について 

ア・作業場所欄は、機械の設置場所、作業場所等の状況についてチェックし、その他には、具体的な内容を記入

してください。また、工事着手前に実施する措置の内容がありましたら記入してください。 

イ・搬出経路欄は、現場から搬出入を行う主要な道路までの搬出入経路の状況についてチェックし、大型車両の

通行可能状況などを含めて記入してください。また、工事着手前に実施する措置（例えば、敷地内の一部に敷

鉄板設置により通路を確保し、交通整理員を配置など）の内容がありましたら記入してください。 

ウ・特定建設資材への付着物の欄は、修繕・模様替をする建築物の特定建設資材に、有害物質等（石綿及びフロ

ンを除く）が付着している部分があるか、その有無についてチェックし、「有」の場合は具体的な名称及び工事

着手前に実施する措置の内容を記入してください。 

   エ・他法令関係欄は、修繕・模様替をする建築物における石綿及びフロンの有無についてチェックしてください。 

(1)石綿が、特定建設資材に付着している場合は「有」、特定建設資材に付着していない場合は「無」にチェックし、

飛散性石綿又は非飛散性石綿並びに工事着手前に実施する措置の内容をチェックしてください。 

(2)フロン欄が「有」の場合は、具体的な名称及び工事着手前に実施する措置の内容を記入してください。 

オ・その他の欄は、修繕・模様替の実施時に有害物質等（石綿及びフロンを除く）があるかチェックし、「有」の場合

は、具体的な名称及び工事着手前に実施する措置の内容を記入してください。 

※建築物等に石綿又はフロン等が使用されている場合は、関係法令を遵守して適正処理してください。 

 

Ｄ．工程ごとの作業内容欄について 

  ①造成等欄は、作業内容に該当する箇所にチェックをしてください。 

  ②基礎・基礎ぐい欄は、作業内容に該当する箇所にチェックをしてください。 

  ③上部構造部分・外装欄は、作業内容に該当する箇所にチェックをしてください。 

  ④屋根欄は、作業内容に該当する箇所にチェックをしてください。 

  ⑤建築設備・内装等欄は、作業内容に該当する箇所にチェックをしてください。 

  ⑥その他欄は、仮設工事などその他の工事の有無について該当する箇所にチェックしてください。 

   作業内容で「有」の箇所にチェックした場合、具体的な工程名を記入してください。 

 

Ｅ．廃棄物発生見込量の欄については、該当する種類及び発生が見込まれる部分の箇所にチェックをしてください。

(コンクリート及び鉄から成る建設資材はコンクリート塊に含まれます。) 

  量の見込み数量については、四捨五入による整数表示で構いません。 

 

F．備考の欄については、建設発生木材があるかチェックし、「有」の場合は建設発生木材の処理方法(処理施設の名

称及びその所在地等)を明記した契約書の写し等を添付しているかチェックしてください。 
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[別記様式第一号] （Ａ４）
別表３

※Ａ

※Ｂ

※Ｃ

※Ｄ

※Ｅ

□有　

☑無

※Ｆ

※Ｇ

※Ｈ

トン
※Ｉ

※Ｊ 備考

□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。

建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）

分別解体等の計画等
工作物の構造（解体工事のみ） □鉄筋コンクリート造　□その他（                              ）

工事の種類

☑新築工事　□維持・修繕工事　□解体工事

□電気　□水道　☑ガス　□下水道　□鉄道　□電話

□その他（                                                    ）

使用する特定建設資材の種類 ☑コンクリート　□コンクリート及び鉄から成る建設資材

(新築･維持･修繕工事のみ) ☑アスファルト・コンクリート　□木材

工作物に
関する

調査の結
果

工作物の状況 築年数　　　年

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

周辺状況 周辺にある施設　☑住宅　□商業施設　☑学校　□病院　□その他（　　　　　　　　　　　　　　）

搬出経路 障害物　□有（　　　）　☑無 交通整理員の常駐
沿道住民に工事内容を広報･周知
する

前面道路の幅員　約　　１２　　ｍ

通学路　☑有　□無

その他（　現道上のため支障無し　　　　）

敷地境界との最短距離　約　３　ｍ

その他（　幹線道路（県道）上での工事、交通量多い　　　　　　）

工作物
に関する
調査の
結果及
び工事
着手前
に実施

する措置
の内容

工作物に関する調査の結果 工事着手前に実施する措置の内容

作業場所 作業場所　☑十分　□不十分 道路占用許可済、道路使用許可済

その他（　現道上における工事　 　  　   ）

□無

□　飛散性石綿【吹付け】（鉄骨等の特定建設
     資材以外のものに吹付けられた石綿）
□　飛散性石綿【吹付けではない】（石綿を含
     有する断熱材、保温材、・耐火被覆材等）
□　非飛散性石綿（石綿含有スレート板等）

□　飛散性石綿に関する諸官庁届出
      （大防法、労安衛法・石綿予防規則）
□　飛散性石綿の適正処理の実施
□　非飛散性石綿の適正処理の実施

その他 ☑有　(　フロン類使用機器あり     　　 ) フロン類回収予定

□無

特定建設資材への付着物
（解体･維持・修繕工事のみ）

□有（　　　　　　　　　　　　　）

☑無

他法令
関係（解
体･維持
・修繕工
事のみ）

石綿
（大気汚染防止
法・安全衛生法
石綿則）

□有

特定
建設
資材
への
付着

□　飛散性石綿（吹付け石綿、石綿含有
      吹付けロックウール等）
□　非飛散性石綿（石綿含有ビニール床
      タイル等）

□　飛散性石綿に関する諸官庁届出
      （大防法、労安衛法・石綿予防規則）
□　飛散性石綿の適正処理の実施
□　非飛散性石綿の適正処理の実施

土工事　☑有　□無 □　手作業
□　手作業・機械作業の併用

③基礎
基礎工事　☑有　□無 □　手作業

□　手作業・機械作業の併用

②土工

④本体構造
本体構造の工事　☑有　□無 □　手作業

□　手作業・機械作業の併用

⑤本体付属品
本体付属品の工事　□有　☑無 □　手作業

□　手作業・機械作業の併用

⑥その他（　　            　　　）
その他の工事　□有　☑無 □　手作業

□　手作業・機械作業の併用

工事の工程の順序
(解体工事のみ)

□上の工程における⑤→④→③の順序
□その他(                                                )
その他の場合の理由(                                      )

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法

工程 作業内容
分別解体等の方法

(解体工事のみ)

①仮設
仮設工事　☑有　□無 □　手作業

□　手作業・機械作業の併用

工作物に用いられた建設資材の量の見込み
(解体工事のみ)

廃
棄
物
発
生
見
込
量

特定建設資材廃棄物の種類ごとの量の見込
み(全工事)並びに特定建設資材が使用され
る工作物の部分(新築・維持・修繕工事のみ)
及び特定建設資材廃棄物の発生が見込まれ
る工作物の部分(維持・修繕･解体工事のみ)

種類 量の見込み
使用する部分又は発生が

見込まれる部分(注）

☑コンクリート塊
１０　　　トン

□建設発生木材
トン

□①　□②　□③　□④
□⑤　□⑥

（注）　①仮設　②土工　③基礎　④本体構造　⑤本体付属品　　⑥その他

建設発生木材　☑無　□有（契約書の写し等　□有　□無）

□①　☑②　□③　□④
□⑤　□⑥

☑ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊
２３０　　　トン

□①　☑②　□③　□④
□⑤　□⑥

記載例
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別表３ 分別解体等の計画等（建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等）の記載要領 

  

Ａ．工作物の構造欄については、該当する箇所にチェックをしてください。「その他」の場合、具体的な構造について記

入してください。なお、解体工事以外の工事の場合には記入しないでください。 

  なお、解体工事とは、橋梁の架替における旧橋撤去工事、不要になった迂回路の撤去工事など、その機能の全て

又は一部を完全に失う場合に限られる。 

Ｂ．工事の種類欄については、該当する箇所にチェックをしてください。「その他」の場合、排水路設置、水門設置など

具体的な種類を記入してください。 

Ｃ．使用する特定建設資材の種類欄については、該当する箇所にチェックをしてください。なお解体工事の場合には記

入しないでください。 

Ｄ．工作物に関する調査の結果欄について 

ア．工作物の状況欄は、新築工事の場合には空欄で結構です。維持修繕工事又は解体工事の場合には築年数

（対象工作物の概ねの築造年、築造経過年数などで結構です）を記入してください。また、工作物が複数の場

合はその旨について記入してください。 

イ・周辺状況欄は、工事現場の周辺にある施設より該当する箇所にチェックしてください。「その他」にチェックした

場合、具体的な施設を記入してください。また、敷地境界との最短距離について、約 ○ ｍと記入してください。

その他については、特筆すべき事項、例えば、幹線道路上での工事で交通量が多いなど記入してください。 

Ｅ．工作物に関する調査の結果及び工事着手前に実施する措置の内容欄について 

ア・作業場所の欄は、工作機械の設置場所、分別作業を行う作業場所等の状況についてチェックをしてください。

「その他」の場合、具体的な内容等を記入してください。また、工事着手前に実施する措置（例えば、道路占有

許可及び道路使用許可済など）の内容がありましたら記入してください。 

イ・搬出経路の欄は、現場から搬出入を行う主要な道路までの搬出入経路の状況についてチェックし、大型車両

の通行可能状況などを含めて記入してください。また、工事着手前に実施する措置（例えば、道路上に交通整

理員を配置など）の内容がありましたら記入してください。 

   ウ・特定建設資材への付着物の欄は、新築工事の場合には空欄で結構です。維持・修繕又は解体工事の場合に 

は、特定建設資材に、有害物質等（石綿を除く）が付着している部分があるか、その有無をチェックし、「有」の場

合は具体的な名称及び工事着手前に実施する措置の内容を記入してください。 

エ・他法令関係欄は、維持・修繕又は解体する建築物における石綿の有無についてチェックしてください。石綿が、

特定建設資材に付着している場合は「有」、特定建設資材に付着していない場合は「無」にチェックし、飛散性石

綿又は非飛散性石綿並びに工事着手前に実施する措置の内容をチェックしてください。 

オ・その他の欄は、維持・修繕又は解体工事の実施時に有害物質等（石綿を除く）があるかチェックし、「有」の場

合は具体的な名称及び工事着手前に実施する措置の内容を記入してください。 

※工作物等に石綿又はフロン等が使用されている場合は、関係法令を遵守して適正処理してください。 

Ｆ．工程ごとの作業内容及び解体方法の欄について 

①仮設欄は、作業内容及び分別解体等の方法毎に該当する箇所にチェックをしてください。 

②土工欄は、作業内容及び分別解体等の方法毎に該当する箇所にチェックをしてください。 

③基礎欄は、作業内容及び分別解体等の方法毎に該当する箇所にチェックをしてください。 

④本体構造欄は、作業内容及び分別解体等の方法毎に該当する箇所にチェックをしてください。 

⑤本体付属品欄は、作業内容及び分別解体等の方法毎に該当する箇所にチェックをしてください。 

⑥その他欄については、その他の工事の有無について該当する箇所にチェックをしてください。作業内容で「有」

の箇所にチェックをした場合、具体的な工程名を記入及び分別解体等の方法に該当する箇所にチェックをしてくだ

さい。 

Ｇ．工事の工程の順序欄については、解体工事の場合のみについてチェックしてください。「その他」にチェックした場

合、具体的な工程の順序及び理由を記入してください。 

Ｈ．工作物に用いられた建設資材の量の見込み欄は、解体工事の場合のみ記入してください。特定建設資材だけでな

く全ての資材について記入してください。なお、数量については、四捨五入による整数表示で構いません。 

Ｉ．廃棄物発生見込量の欄については、該当する種類及び発生が見込まれる部分の箇所にチェックをしてください。(コ

ンクリート及び鉄から成る建設資材はコンクリート塊に含まれます。) 

  量の見込み数量については、四捨五入による整数表示で構いません。 

J．備考の欄については、建設発生木材があるかチェックし、「有」の場合は建設発生木材の処理方法(処理施設の名

称及びその所在地等)を明記した契約書の写し等を添付しているかチェックしてください。 
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